
















Lowering the voting age to 18 and Political Education
― a case study of CLARK Memorial International High School ―
キーワード：政治教育，模擬選挙，クラーク・マニ研モデル，公職選挙法，政治的中立性
Abstract：The minimum voting age is lowered from 20 to 18, youths can vote at the national level 
in the July 10 Upper House election. It is argued that citizenship education must be expanded and 
deepened. This paper explores conceptions of citizenship education through a focus on the policy 
and curriculum development process of citizenship education in Japan. The second part of this 
article describes the model of “Waseda Maniken-Clark Memorial International High School”and 
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　現職  上田  清司（67歳）・３期
　新人  石川  英行（52歳）・元米菓製造販売会社社長
　新人  武田  信弘（61歳）・元県立高校教諭
　新人  柴田  泰彦（62歳）・県労働組合連合会議長





































































































　新人  吉村  洋文（40歳）・元衆議院議員
　新人  柳本  あきら（41歳）・元大阪市会議員
　新人  中川  ちょうぞう（59歳）・元大阪市北区長





















































































　現職  門川  大作（67歳）・２期
　新人  三上  隆（85歳）・元京都府議
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あることが明らかになった。
（運営統括本部　阿部賢太）
Ⅳ　おわりに
１．政治教育と公職選挙法　
　「クラーク・マニ研モデル」は，18歳選挙権実現を
射程にした政治教育の一モデルであり，アンケート調
査の結果が示すように，政治に対する興味や関心を高
めるのに，一定の効果があると考えられる。しかし
ながら，その有用性を高めるには，いくつかの課題
が残っているが，その最大のものは，公職選挙法であ
る。以下，政治的中立性と教材の観点から検討してい
くこととする。
２．政治的中立性
　模擬選挙は，現実にある「生の政治」を扱うので，
選挙や政治を身近なものに感じさせることができると
ともに，将来の投票行動へとつなげていく効果が期待
できる。その反面，政治的中立性をどのように確保す
るのかという点が大きな課題となり，授業担当者は，
この点に十分に配慮しなければならない。ここで考え
なければならない問題は，そもそも，「教育の政治的
中立性」とは何かということであるが，総務省は，次
のように定義づけている。
　「教育基本法第 14 条は，第１項において国家・社
会の諸問題の解決に国民一人ひとりが主体的に参画し
ていくことがますます求められる中，とりわけ民主主
義社会においては政治に関する様々な知識やこれに対
する批判力などの政治的教養が必要であることを踏ま
え，それが教育において尊重されるべきことを規定し
ている。一方で，第２項は，「公の性質」を有する学
校においては，その政治的中立性を確保するため，教
育内容に一党一派の政治的な主義・主張が持ち込まれ
たり，学校が政治的活動の舞台となるようなことは厳
に避けなくてはならないことから，学校教育における
党派的政治教育の禁止を規定するものである。」（総務
省「指導上の政治的中立の確保等に関する留意点」72
～73頁）
　教育基本法14条が定める「教育の政治的中立性」と
は，学校においては，「特定の政党を支持し，又はこ
れに反対するための政治教育その他政治的活動をして
はならない」ことであり，教育に党派的な政治的主
義・主張が持ち込まれてはならないことを意味するも
のであると理解されている（内閣総理大臣　野田佳彦
「衆議院議員渡辺喜美君提出教育の政治的中立性に関
する質問に対する答弁書」2011年２月16日）。確かに，
特定の主義に基づく主張を教員がすることは考えられ
なくもないが，現実的には，そのようなことよりも，
生徒や児童に意見を求められた際に，どのように対応
すべきかが問題となる。こうした点については，「副
教材指導資料」では，「教員は自らの言動が生徒に与
える影響が極めて大きいことから，教員が個人的な主
義主張を述べることは避け，中立かつ公正な立場で生
徒を指導することが求められる」（21頁）としている。
しかしながら，生徒や児童が教員とこうした意見交換
すらできないというのは，疑問が残るところである。
教員が生徒に意見を求める一方で，その反対は許され
ないということは，ガイドラインをつくるなど，早急
な改善が必要である。
３．教材
　模擬選挙を行う際のポイントは，投票基準をどのよ
うに考えるかという点にある。それゆえ，授業では，
教員が資料を用意する必要があるが，公職選挙法は，
文書図画の配布に関して厳しい制限を設けており，こ
の点が大きな問題となっている。クラーク高校の取り
組みでも，この点が一番のネックであり，選挙のたび
に，選挙管理委員会に確認する必要があった。こうし
た点について，「副教材指導資料」では，以下のよう
に言及している。
　「各党の政策をまとめた冊子状の公約集は，選挙運
動期間中は，一定の場所でしか頒布することができ
ず，高等学校の教育活動において学校が配布すること
は公職選挙法第 142条の２に違反するおそれがある。
そのため，公約集を学習活動で活用する際には，生徒
が自ら街頭演説等の場で入手したり，ホームページ上
からダウンロードして入手したりする必要がある。」
　「報道機関ではなく，教員が各政党の主要な部分に
おける主張をまとめるような場合，各政党の主張を平
等にまとめない限り，選挙運動のために使用する文
書図画と認められるおそれがある。また，平等にまと
め，選挙運動用文書図画と認められない場合であって
もそれをプロジェクター等で投影し，生徒に見せる場
合には，各政党の主張を平等に扱わない限り公職選挙
法第146条に違反するおそれがある。」 （49頁）
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　こうしてみると，ただちに禁止しているとは言えな
いまでも，「おそれがある」という微妙な表現を使い，
公職選挙法に抵触する可能性のある行為はしないよう
にと釘を刺していることがわかる。「べからず集」と
もいわれる公職選挙法の問題が教育現場にも影響し
ているが，「何はよくて，何がダメなのか」がはっき
りしておらず，無用な混乱を招いているのも事実であ
る。たとえば，模擬選挙に有用な資料である選挙公報
についても，総務省選挙部は，「「一般的に教育活動で
あっても選挙運動と見なされることはあり得る」とし
た上で，「選挙公報は改変しない限り，教員が授業で
使うために選管のホームページ（ＨＰ）からダウン
ロードして，生徒に配布しても構わない」との見解を
示している。」（読売新聞2016年４月２日）。
  ２番目の課題として，新聞記事の活用をあげること
ができる。2015年に，山口県内の高校において，安保
法制を取り扱った授業に際して，教員が一部の新聞社
の記事を配布したところ，県議会で次のようなやりと
りが行われた（山口県議会2015年６月定例会７月３日
−06号）。
　「私は，特定の記事を教材として議論させ，かつ，
投票行動までさせた今回の授業は，政治的な中立性が
問われる高校教育現場にふさわしいものだったのかと
いう疑問を感じざるを得ないのであります。
　生徒は，政治的な判断力や社会経験に乏しく，教材
によって生徒の考え方に影響を及ぼすことにもなるわ
けですから，今回の授業のような場合であれば，新聞
各紙を幅広く配付することを考えるべきですし，集中
審議されている法案そのものや，予算委員会の議事録
を読ませ議論をさせるやり方のほうが，より生徒に考
えさせるという授業になるのではないかと思います。」
（笠本俊也議員質問）
　「お示しの事例は，議論や発表を中心として授業を
展開し，生徒の社会的事象への興味・関心を高める目
的で実施したものでありますが，そのテーマの全体像
や，さまざまな背景を生徒に理解させるための多様な
資料の提供ができていなかったことや，説得力のある
発表に投票させたことが，結果的に賛否を問う形に
なってしまったこと，学校としての指導方針が明確に
なっていなかったことなどから，配慮が不足していた
と考えております。」
（浅原司教育長答弁）
　こうした問題がおきうることは十分に考えられるこ
となので，「副教材指導資料」では，「政治的に対立す
る見解がある現実の課題については，現実の利害の関
連等もあって国民の中に様々な見解があり，取り上げ
る事象について異なる見解を持つ新聞が見られる場合
には，異なる見解を持つ複数紙を使用することが望ま
れます」（90～91頁）とし，場合によっては，「公職選
挙法に違反するおそれがあります」としている。
　クラーク高校でも，選挙前から複数紙を毎日チェッ
クし，関連する記事を教員がスクラップし続けた。こ
れだけでも大変な作業であるが，「どの記事を配布し，
どの記事を配布しないのか」ということにも教員の価
値判断が入ってしまう可能性があるので，キャンパス
の中には，関連する記事をストックし，そこから生徒
に選ばせるという所もあった。
　また，新聞記事を活用する際には，「泡沫候補」を
どうするのかという課題も残っている。一般に，新聞
社は，各社の基準に従って，得票が期待できない政党
や候補者の扱いを小さくする，またはとりあげないな
どの方針をとっている。それゆえ，ある争点に関する
分析記事の中に，一部の政党や候補者の主張がない場
合もありうる。この点について，「副教材指導書」で
は，「実際の選挙に合わせて模擬選挙を実施し，満 18 
歳以上の生徒が参加する場合には，学校が一部の政党
や候補者を除外して実施することは，有権者である生
徒の投票行動に影響を及ぼすことになることから適当
ではありません」（副教材指導資料，92頁）としてお
り，候補者が乱立する選挙では，大きな課題となり得
る。
４．結語
　このようにしてみると，18歳選挙権の実現に伴い，
文部科学省や総務省は，学校における政治教育を推奨
しているが，現状では，政治の側にたった公職選挙法
の枠内での議論に終始している。そのため，しわよせ
が学校教育の現場に押し寄せ，無用の混乱と窮屈な教
育を生み出しているといえるだろう。18歳選挙権は，
政治的関心の低い20，30代に配慮し，「若いうちに政
治教育を」との思いから実現したものであるが，この
ままでは，「べからず集」の公職選挙法にしばられた
「べからず教育」に陥ってしまうことが懸念される。
この問題を解決するためには，公職選挙法の適用を教
育から一部除外するなど，抜本的な改革が必要であろ
う。
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